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大深度地下の深さについて 
 
 
 
 
大深度地下の公共的使用に関する特別措置法 
 
（定義） 
第二条	 この法律において「大深度地下」とは、次の各号に掲げる深さのうちいずれか深い方以上の深さの地下をい

う。 
一	 建築物の地下室及びその建設の用に通常供されることがない地下の深さとして政令で定める深さ 
二	 当該地下の使用をしようとする地点において通常の建築物の基礎ぐいを支持することができる地盤として政令で

定めるもののうち最も浅い部分の深さに政令で定める距離を加えた深さ 
２	 この法律において「事業者」とは、第四条各号に掲げる事業を施行する者であって大深度地下の使用を必要とす

る者をいう。 
３	 この法律において「事業区域」とは、大深度地下の一定の範囲における立体的な区域であって第四条各号に掲げ

る事業を施行する区域をいう。 
 
大深度地下の公共的使用に関する特別措置法施行令 
 
（建築物の地下室及びその建設の用に通常供されることがない地下の深さ） 
第一条	 大深度地下の公共的使用に関する特別措置法（以下「法」という。）第二条第一項第一号の政令で定める深さ

は、地表から四十メートルとする。 
（通常の建築物の基礎ぐいを支持することができる地盤等） 
第二条	 法第二条第一項第二号の通常の建築物の基礎ぐいを支持することができる地盤として政令で定めるものは、

その地盤において建築物の基礎ぐいを支持することにより当該基礎ぐいが一平方メートル当たり二千五百キロニュー

トン以上の許容支持力を有することとなる地盤（以下「支持地盤」という。）とする。 
２	 前項の許容支持力は、地盤調査の結果に基づき、国土交通大臣が定める方法により算出するものとする。 
３	 法第二条第一項第二号の政令で定める距離は、十メートルとする。 
 
 
 
 
⇒	 リニア・トンネル掘削地点ごとに「一平方メートル当たり二千五百キロニュートン以上の許容支持力を有するこ

ととなる地盤」であることを確認する作業＝ボウリング調査が必要となるのではないか。 
 
⇒	 JR東海が実施したボウリング調査の本数、間隔、深さ等々を調査する必要が生じる。 
 
 
 
 
 
 


